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自殺対策におけるネットワークづくり
１．まず、自殺予防の視点を持つこと
　フィンランドでは、自殺予防対策に取り組み、1990年には30.4と日本より高かった自殺率が2002年には21.1と、10年あまりで約30％減少しました。まず取り組んだことが徹底した心理学的剖検（自殺事例の検証）です。その結果をもとに、うつ病対策や、危機介入（死にたい気持ちを持っている人にチームで駆けつける）などの対策を、官民を含めて全国的に展開したのでした。自殺事例の検証というと、得てして「誰の責任か？」といった議論になりがちですが、そうではなく、「どのようにすれば今後の自殺を予防できるか」という視点で検証することが大切です。
〈自殺事例〉 管理職の男性(46歳)　家族構成：妻・長女・父親(脳梗塞)　
　課長昇進後仕事に悩み、妻に「会社を辞めたい」と相談するも、妻は勤務継続を懇願 (脳梗塞の父親を抱えている。娘が嫁入り前。家のローンが残っている。)。4日間の休暇後、「上司に会社を辞めたい。」と相談するも「死ぬ気になればどんなことでも頑張れる。」と励まされてしまい、数日後、排ガスで自殺未遂を図る。その後精神科を受診し「うつ状態」の診断のもと休養を勧められた（自殺未遂については伝えなかった）。上司と相談するが、精神疾患での病休をためらい勤務を継続した。なんとか4ヶ月間勤務を続けたが、転勤の内示が出された4日後、排ガスにより自殺。
〈事例から自殺予防を考える〉
○自殺の背景
　この事例の場合、自殺の背景として、昇進による心理的ストレス、うつ状態（および精神疾患についての理解不足／偏見）、病人を養っている（介護負担）、家族のライフイベント(娘の結婚)、ローンを抱えている、などが挙げられます。自殺予防という視点では、「こうしたストレス要因に対処すること」、および「ストレス要因を手がかりに自殺のリスクに気付く」といった対策が考えられます。
○介入の手がかりは？(相談などで関わっていた人・機関は？)
　自殺のリスクが高まっていることに誰が気づき、手を差し伸べることができたかを考えます。
　　⇒身近な人　　　　：妻、上司、精神科の主治医
　　⇒関わりがあった人：長女、父親の受診医療機関、ローンの相談窓口、会社の同僚など
　これらの誰かが「悩んでいる様子」「いつもと様子が違う」といったことに気付き、声をかけること、そして、気づいた人が自分一人で抱えずに、さらに適切な場に相談すること、それが自殺予防の手がかりになります。
○どのように介入するか？(ネットワークの必要性)
　自殺のリスクは、この事例のように複数のリスクを抱えている人ほど高くなると言われており、したがって複数の側面からの支援が必要です。フィンランドのように最初からチームで関わるという方法もありますが、保健医療機関、生活支援の機関、職場など、関連機関どうしがよく連携して支援を行う方法もあります。多くの人・機関が連携することによって、「様々な場面でリスクに気付き」「様々な側面から支援する」ことができます。このような連携が機能するためには、普段から関係機関同士がネットワークを持つことが必要です。
２．どのようなネットワークをつくるか　～ネットワークの種類～
(1)総合的なネットワーク(県レベル・市町村レベルの自殺対策推進会議等)
〈機能〉
1) 自殺対策の総合的プラン・体制作り：
　生活面や心理面の個別支援、普及啓発や報道、安全対策、地域の支えあい、支援者の養成やバックアップ等。
　災害や事件、あるいは経済情勢などに応じて、柔軟な対策を行うことも求められる
2) 関係機関が自殺予防について理解し、各事業を自殺予防の視点から計画・実行する
・「この事業はどのように自殺予防に寄与するか？」
・「この事業の対象者の自殺の実情は？」
・「この事業を自殺予防に寄与させるためには何が必要か？」(例：職員研修)
・「この事業によって対象者の自殺を防ぐことができるか？防ぐことができない場合はどういう対処するか？」
3) 連携の促進：各機関の役割を相互に理解しあう(役割を知らなければ紹介もできません！）、連携の障壁を取り除く(例：個人情報の扱いなど)
〈ネットワークとしての事業〉
1) 会議…自殺対策のための基盤構築、体制整備
2) ワークショップ(課題について検討し合う会)・研修…関係者の資質の向上と維持、対策の強化
3) コミュニケーション(ニュースレター・メーリングリストなど)
　　…支援者のニーズの把握・支援者の問題意識の醸成と意識の向上
〈リーダーシップ〉
　各機関が従来のままで事業を行っていては、自殺対策は進展しません。自殺対策の視点を各機関の事業の取り入れる必要があります。各機関が「うちは自殺対策をメインにやっているわけではない」と考えている限り、それは難しい話です。こうした縦割りの考えを取りはらうためには、強いリーダーシップが必要で、首長かまたはそれに準じる人がネットワークのリーダーシップを取るか、もしくはそれに匹敵する権限をネットワークの中心機関が持たなければなりません。
〈県レベルのネットワークと市町村レベルのネットワークの違い〉
○県レベルのネットワークでしかできないこと：交通機関、報道機関など、全県レベル、全国レベルの組織との連携、および実態把握などは県レベルのネットワークで取り扱うことが適当でしょう。
○市町村レベルのネットワークの利点：地域のNPOなどと連携できるという点は市町村レベルのネットワークの利点として挙げられます。実務担当者の連携など、より実効性が高いネットワーク機能が期待されます。
	「久慈モデル」…県の事業としてモデル市を対象にネットワークを築き、その後全県に展開している。
　地域で住民が気兼ねなく語れる場を作る活動など、官民共同で住民参加型の事業に取り組んでいる。
・メンタルヘルスサポートネットワーク
　　月一回実施。地域で相談業務に携わる保健師、ケアマネジャー、精神科看護師、医師、救命士、ボランティア等が集まり、対策の進捗状況等について話し合っている。
・傾聴ボランティア：「こころ」
　　久慈保健所では平成17年から傾聴ボランティア養成講座を開催。傾聴ボランティアは住民の語りに傾聴するという役割を担う。傾聴ボランティア・看護ボランティア・精神保健ボランティア等が民生児童委員等と協力し地域のサロン活動を実践し語りの場づくりを行っている。
・サロン活動：NPO法人サロン「たきぐり」
　　地域住民と傾聴ボランティアが一緒に時間を過ごし、回想法等も行いながら住民たちが語りを楽しんでいる。現在岩手では住民が集うサロンが100か所以上に広がり活動をしている。
・その他：健康教室(保健師、保健推進員、心理士、食生活改善推進員、相談業務ボランティア)


(2)実務担当者レベルのネットワーク
　リスクを持ったケースに対応するのは、相談窓口等の実務担当者です。連携を実際に担うのも実務担当者であり、実務担当者同士が円滑に連携できるように体制を構築しておくことが求められます。
○顔の見える関係を作る
　普段から担当者どうしがお互いによく知りあい、信頼関係を築くことが大切です。定期的な会議を持つ、メールや電話などで気軽に連絡を取り合う、といった地道な活動で関係を保つことができます。
○事例検討
　複合的な問題を抱えた困難ケースに対しては、その場で関係機関と電話でやりとりをするといったことだけでは十分に対応しきれません。専門医なども交えて多機関でカンファレンスを開き、問題解決を図る必要があります。事例検討会を誰が中心になって開催するかなど、おおよその枠組みを合意しあうなど、準備しておくことが必要です。
(3) 対象者別のネットワークやワーキンググループ
　ネットワーク機能をより実効性のあるものにする工夫として、対象者別のワーキンググループやネットワークを作る方法があります。自殺の背景は個々の例によって異なりますが、対象者の属性によっては、共通する背景を持ち、より具体的に対策を検討することができるからです。対象ごとの自殺指標も明らかにされつつあり、目標を明確にし、また各機関の役割と責任を明確にしながら自殺対策に取り組むことが必要です。
〈対象者別ネットワークの例〉
1) 高齢者：一般に高齢になると自殺率が高くなる傾向があるのですが、その背景の1つとして様々な病気を持つようになるということが考えられます。病気そのものの苦痛、日常生活への支障や、うつ病等の精神的不調の合併が自殺の背景となります。体の症状と合わせて精神的不調にも目を向けること、また本人だけではなく介護する家族の精神的な状態にも気を配り、必要に応じて精神的ケアを紹介するということが求められます。
(連携)ヘルパー・デイケア・介護保険の窓口・一般医療機関・地域での見守りの資源
2) 若者、生徒・学生：（後述…5-6ページ参照）
3) 失業者・無職者：職業別自殺者数では、無職者が全自殺の約半数を占めます。無職者といっても働き盛りだけでなく主婦・主夫や高齢者も含まれるため対策も分けて考える必要があります。就職を希望する人についてはハローワークなどの役割が考えられますが、就職活動をせず家に引きこもってしまっている人については地域保健が糸口となります。また、男性の自殺については30％程度がアルコールと関連する問題を抱えていたと推計され、アルコール問題と関連する、医療機関、警察、DV相談窓口などもこれらの対象の自殺対策の役割を担います。
(連携)ハローワーク、福祉サービス(生活保護)等、医療機関、保健所、弁護士、司法書士、DV相談窓口、警察等
4) 勤労者：勤労者も経済状況の悪化の影響を強く受けます。競争の激化によって過重労働にさらされたり、失業の危機に陥るリスクが高くなるからです。また、心身の調子を崩して休職に至ってしまった人が復職しにくい、あるいは復職後に再度体調を崩してしまうといった状況も自殺につながりやすいと考えられます。
(連携)職場内健康管理室、労働組合、中小企業経営支援窓口、精神科、ハローワーク、司法書士、銀行等。
5) 被災者：災害が自殺に与える影響については各災害によって異なります。被害の程度、復興の進捗などが異なるからです。どのような要因が自殺に影響するかについては十分に予測できない面もあり、課題発見的にリアルタイムで対応していくことが求められます。
(連携)被災市町村、保健福祉機関、こころのケアセンター、精神科、学校、ハローワーク、司法書士、弁護士等。
３．実効性のあるネットワーク作りのために
　「ネットワークづくり」と言って、自殺対策会議を年に1，2度開いて、各機関の事業を報告しあって終わり・・といったことでは自殺対策にほとんど役立ちません。「県レベル」「市町村や地域レベル」「実務担当者レベル」といった各レベルのネットワークを作ること、そしてそれぞれのネットワークが強いリーダーシップを持って運営されることが、実行性のあるネットワーク作りのために不可欠です。
４．参考
○ネットワークの構成メンバー
総合的ネットワークの構成メンバーの候補：総務部局、衛生部局、民生部局、医師会、薬剤師会、看護協会、精神保健福祉センター、保健所、弁護士会、司法書士会、警察、消防、地元大学、労働局、職業安定所、産業保健推進センター、自死遺族の会、報道機関、女性団体、推進員協議会、社会福祉協議会、公的病院、NPO法人等　
地域レベルのネットワークの構成メンバーの候補：精神保健福祉センター、保健所、福祉事務所、市区町村、民生児童委員協議会、介護支援専門員連絡協議会、社会福祉協議会、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、農業協同組合、商工会議所、警察署、消防署、郵便局、公共職業安定所、地域産業保健センター、教育機関、地域振興局、地元大学、労働基準監督署、地域包括支援ｾﾝﾀｰ、健康づくり推進員、報道機関、弁護士会、中小企業連合会、公共交通機関、NPO法人等
(参照：厚生労働科学研究費補助金こころの健康科学研究事業・自殺対策のための戦略研究 ｢地域における自殺対策ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」)
○ネットワークの運営主体
①都道府県が主体となった取り組み（新潟県や秋田県，石川県等）
　県の健康づくり主務課等。モデル地域で保健所、市町村、地元大学、県精神保健福祉センター等の組織づくりを行い，その後事業を他地域や広域に広げています。
②精神保健福祉センターが主体となった取り組み（静岡県や佐賀県）
例)静岡県…自殺予防対策の推進を目的に、精神保健福祉センターに静岡県自殺予防情報センターを設置し、自殺者数を概ね平成8～9年の水準500人に減少させていくことを目標とし、平成18年度から富士市において、「うつ・自殺予防対策事業（富士モデル事業）」を実施しています。

③保健所が主体となった取り組み（秋田県本荘保健所,岩手県久慈保健所，鹿児島県伊集院保健所等）
保健所が地域の関係機関や団体に積極的に働きかけ，組織づくりを進めています（前述「久慈モデル」参照）。
④市町村行政が主体となった取り組み（新潟県松之山町，青森県名川町，秋田県由利町・藤里町等）
県，県精神保健福祉センター，地元大学，保健所，精神科医療機関，公立診療所，地域住民等との連携・組織づくりが地域の中で効果的に機能した事例として知られています。
⑤地元医師会が積極的なパターン（秋田県）
県医師会が実施した調査結果をもとに秋田県，県精神保健福祉センターや市町村，宗教関係者等とのネットワークに発展しています。
⑥地元大学と行政との連携による組織づくり（新潟大学、岩手大学、秋田大学、慶應義塾大学）
大学等が支援・リードして市町村単位でのネットワークを構築しています。
⑦その他
労働局や管下労働基準監督署，産業保健推進センターが中心となった組織づくり等がこの範疇に挙げられます。
５．対象に応じたネットワークづくりの例　◆学生・若者◆
（１）若者の自殺の現状
　わが国では平成10年から中高年男性を中心に自殺者が急増しました。平成10年の自殺者数を100とした年齢階級別の自殺死亡率の推移(平成24年版自殺対策白書)のグラフを見ると、その後、中高年の自殺者はやや減少していますが、20代、30代では依然として増加傾向にあります。
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出典：平成24年版自殺対策白書
（２）若者の自殺の背景
　内閣府が実施した平成23年度自殺対策に対する意識調査では、「最近１年以内に自殺したいと思ったことがある」と回答した割合が、全人口で5.3%に対し20歳代では10.3%と最も高くなっています。平成16年に福島県で実施した調査でも、「気分が落ち込む、あるいは精神的に疲れていると感じることがある」と回答した割合は、男性では20-24,25-29歳、女性では15-19,20-24歳が最も高くなっていました。
　その背景の一つとして、社会に出るという大きな環境の変化が挙げられます。しかも、若者を取り巻く社会環境は、たとえば雇用について見ると他の年代と比較して悪い状況にあります。雇用情勢の悪化を始めとする不況が長期化することの影響は、若者には特に大きいと考えられます。
【15-24歳の雇用状況】
	完全失業率（平成24年1月　季節調整値）
	15-24歳：9.5%、総数：4.6%。

	雇用者に占める非正規雇用の比率（平成24年1-3月）
	15-24歳（在学中を除く）：27.5%、
35-44歳、45-54歳：いずれも8.3%


（３）若者の自殺予防のための連携と総合的対策
1) 雇用支援と精神保健の連携
　雇用の改善に向けた取り組みは、自殺予防における社会的取り組みの一つとして挙げられます。しかし、不況が長引く状況にあって、それだけでは不十分です。就職が困難な状態が続くことは精神的な健康を損ねる要因となります。逆に精神的な不調をきたした場合、就職はさらに困難となるでしょうし、就職してもうまく職場に適応できないということもあるでしょう。多くの精神疾患が思春期以降に発病するため、その場合、精神疾患と生活の困難という二重の苦しみを抱えることになります。また、軽度発達障害など、幼少期からの障害を持つ場合、学校では適応できても職場には適応が難しくなるということもあります。精神的な不調に早く気づき、そのケアや治療を行うとともに、精神的な状態を考慮しながら就職支援や職場適応の支援を行うといったように、精神保健的な支援との連携が必要です。
2) 教育の役割－自殺予防の視点
　社会に出るという大きな環境の変化を乗り切るためには、教育の役割も大きいでしょう。種々の困難に直面した時の対処や相談の技術を習得することが自殺予防に有効とされています。現在、増加している中高年男性の自殺の予防において、悩みを話すことを恥とせず相談することが大切であると言われていますが、そうした考え方や技術は若いころから身につけるべきことです。ここでも精神保健との連携が必要です。
　中でも、児童・生徒において、非行やいじめ、ひきこもりといった問題も、現在および将来の自殺と関連する要因です。また、背景として家庭の問題（養育環境／虐待など）を併せ持つこともあります。就学年齢を越えて、また学校内を越えて継続して支援するための連携が必要です。
3) 総合的なネットワーク
　かつて、昭和30年前後に20代前半を中心とする年代の自殺率が著しく高まった時期がありました。また最近ではインターネット上の呼びかけによる集団自殺などが話題となったこともあります。こうした問題に柔軟に対応するためには、総合的なネットワークにおいて、若者が置かれている状況を生活・文化・心理といった幅広い視点から捉え、自殺に関するリスク要因／保護要因を見出す作業を続けていくことが必要です。当然のことですが、そのネットワークにおいては若者自身が意見を出し、また若者自身を巻き込んだ対策活動を展開することが大切です（参照：自殺予防総合対策センターブックレット「若者の自殺を減らすパイロットプロジェクト“リーチング・アウト”」）。
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